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コンプライアンス推進体制
　コンプライアンスの推進については、最高責任者を会長
とし、社長は会長の補佐、コンプライアンス担当役員が会
長、社長を補佐する体制としています。また、当社グルー
プのコンプライアンスの推進を図るための委員会として、
会長を委員長とする「J-POWERグループコンプライアン
ス委員会」を設置し、グループ会社も参加して、コンプラ
イアンス推進策の審議および実施状況の評価、反コンプラ
イアンス問題への対応を図っています。加えて、コンプラ
イアンス推進に係る業務を迅速かつ的確に進めるため、
J-POWERグループコンプライアンス委員会の下に、コン
プライアンス推進活動と保安規程に基づく自主保安活動
に関する2つの部会を設けています。各部会の部会長には
知見を備えた執行役員が就き、コンプライアンス推進活動
の実施状況を確認しています。
　さらに、全国の主要事業所、発電所、グループ各社にお
いては、各々の特性に合わせたコンプライアンス活動が展
開できるよう、個別に「コンプライアンス委員会」を設置
し、活動を展開しています。

コンプライアンス推進活動
　J-POWERグループコンプライアンス委員会では各年度
のコンプライアンス推進活動の計画を定め、年度末にはそ
の結果を評価し、それをもとに次年度のコンプライアンス
推進活動の計画を定めるというPDCAサイクルを実行し
ています。なお、コンプライアンス推進活動の計画および
評価については取締役会に報告しています。

　従業員に対しては、法令の改正情報を周知しているほ
か、コンプライアンスに関する事例の紹介、事業に係る法
令やコンプライアンスに関する研修の実施などを通して
コンプライアンスの浸透を図っています。
　反コンプライアンス問題が発生した場合はJ-POWERグ
ループコンプライアンス委員会が事実関係および原因な
どを調査するとともに、必要に応じ、改善指示、再発防止
策の実施指示など適切な措置を取ることとしています。

•  J-POWERグループは、企業理念に基づき、事業を遂行するうえで守るべき遵法精神・企業倫理に則った行動の規範として、「企業行動規範」を制定しています。
•  また、経営者も含めた社員一人ひとりの業務活動における、より具体的な行動の判断基準として「コンプライアンス行動指針」を定めています。
•  取締役会は定期的な事業遂行状況の報告を受けることで、ESGの観点も含むリスクの早期把握に努めているほか、企業活動の遂行にあたってのリスクの認識と回避策を徹底しています。

　当社グループの「企業行動規範」および「コンプライアンス行動指針」についてはJ-POWERホームページをご覧ください。
　企業行動規範　https://www.jpower.co.jp/company_info/philosophy/　　　コンプライアンス行動指針　https://www.jpower.co.jp/company_info/compliance/guidelines.html

J-POWERグループのコンプライアンス推進体制

J-POWER

J-POWERグループコンプライアンス委員会（委員長：代表取締役会長）
•基本方針の決定、活動の検証・評価 •コンプライアンス問題への対応

コンプライアンス推進部会（部会長：担当執行役員） 設備保安部会（部会長：担当執行役員）

•コンプライアンス推進活動の検討、支援、総括、改善 •自主保安活動の総括、改善
•保安情報の周知・水平展開

各機関

•コンプライアンス推進策の策定、実施

•機関別コンプライアンス委員会（主要機関に設置）

•コンプライアンス推進策の審議、実施状況の評価　　　•コンプライアンス問題への対応

参加・連携
グループ会社

•コンプライアンス推進策の策定、実施
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コンプライアンスアンケート
　J-POWERグループでは、毎年全従業員にアンケートを
実施し、コンプライアンスに関連するリスクの把握に努め
ています。回答者から問題があるとして寄せられた報告
に対しては、コンプライアンス相談窓口が回答者にコンタ
クトして内容を聴取しています。また、アンケートでは、
職場の状況、コミュニケーション、業務量に関する従業員
の意識も継続的に調査しており、社内各機関は、それぞれ
の結果の伝達を受け職場環境の改善に活かしています。

コンプライアンス相談窓口（内部通報窓口）
　従業員などがコンプライアンス上の問題に直面した場
合の相談窓口として、業務監査部、外部の法律事務所およ
び主要なグループ会社に、相談者の保護を徹底した「コン
プライアンス相談窓口」を設置し、課題の把握と改善に取
り組んでいます。

J-POWERグループのコンプライアンス相談窓口

相談者

•J-POWER従業員　•グループ会社従業員　
•協力会社従業員　ほか

メール、電話、郵便など

社内相談窓口（業務監査部、主要グループ会社）

社外相談窓口（社外の法律事務所）

報告

J-POWERグループコンプライアンス委員会

反社会的勢力との関係遮断
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力と
はいかなる関係も持たないこととしているほか、反社会的
勢力から要求などを受けた場合の社内窓口部署を定め、速
やかに情報を収集し、外部専門機関と連携して適切に対応
する体制を整備しています。

贈賄や汚職、腐敗の防止
　贈賄、利益供与、違法な政治献金、国家公務員倫理法や
各官庁で定める規程などに抵触するような公務員に対す
る接待・贈答等は禁止しています。また外国政府の役職員
に対しても不正な利益や便宜の見返りとして金銭等の利
益の供与を行いません。当社グループは、2021年4月より
国連グローバル・コンパクトに参加し、腐敗防止を表明し
ているほか、国際部門においても腐敗および汚職に対する
ポリシーを制定するなど、政治・行政との癒着という誤解
を招きかねない行動を厳に慎み、健全かつ透明な関係づく
りに努めています。

役員と従業員の意見交換会
　コミュニケーションに根差したコンプライアンスの意
識向上に資する取り組みとして、役員が本店機関・（グ
ループ会社含む）現場機関に訪問し、従業員と直接対話す
る意見交換会を毎年実施しています。コンプライアンス
やコミュニケーションに関して設定したテーマを基本と
しつつも、当該テーマ以外のコンプライアンス事項などを
含めて、毎回幅広い議論がなされています。議論の内容に
ついては、J-POWERグループコンプライアンス委員会に
報告しています。

情報開示
　社外への情報開示に関しては、企業活動の透明性とアカ
ウンタビリティーの向上を図るため、社長を委員長とした

「情報開示委員会」を設置して、公正かつ透明な企業情報
の開示を、適時、積極的に行っています。

内部統制報告制度への対応状況
　金融商品取引法に定める「財務報告に係る内部統制報
告制度」について、当社グループでは、財務部および業務
監査部が中心となり、内部統制システムの整備・運用・評
価を行っています。
　2022年度は前年度に引き続き、金融庁より示された実
施基準等に基づいて、「全社的な内部統制」「業務プロセ
スに係る内部統制」「ITを利用した内部統制」の各項目の
整備状況と運用状況に関して経営者による評価を行った
結果、財務報告に係る内部統制は有効であると判断しまし
た。この評価結果は「内部統制報告書」として取りまとめ、
監査法人の監査を経たうえで、2023年6月に関東財務局
長へ提出しています。
　今後も当社グループにおける財務報告の信頼性確保に
努めていきます。

 p.67 人権・コンプライアンスに関する研修・教育
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